
１．提出期間
（１） 【定期受付】

　令和７年２月３日（月）～同年２月２８日（金）まで（※必着）とし、受付時間は午前９時～午後５

時までとする。（ただし、土日祝日は除く。）

　※原則、郵送によりご提出いただきますようご協力をお願いいたします。

（２） 【随時受付】

　令和７年６月２日（月）～令和８年１２月２８日（月）まで（※必着）とする。

２．提出資格
　　 　申請書を提出できる者は、次の全ての事項に該当する者であること。

（１） 　申請書を提出する日において、建設業者にあっては建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下

「法」という。）に基づく建設業の許可を、測量・調査・設計・建設コンサルタント・補償コンサルタ

ント業者にあっては測量法（昭和２４年法律第１８８号）、地質調査業者登録規程（昭和５２年建

設省告示第７１８号）、建築士法（昭和２５年法律第２０２号）、建設コンサルタント登録規程（昭和

５２年建設省告示第７１７号）、補償コンサルタント登録規程（昭和５９年建設省告示第１３４１号）

に基づく登録を受けている者。ただし、建設工事の施工に付随する試験、調査等で法令に基

づく登録を要しないものにあっては、この限りでない。

（２） 　申請書を提出する直前までに納期限の到来した国税及び地方税を完納している者。

（３） 　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に該当しない者。

（４） 　建設業者にあっては、法第２７条の２３第１項の規定による経営に関する事項の審査を受けて

いる者。

（５） 　建設業者にあっては、雇用保険、健康保険及び厚生年金保険に加入している者。ただし、

雇用保険については、雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第7条の規定による届出の義務、

健康保険については、健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条による届出の義務、厚生

年金保険については、厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出

の義務が無い者は、この限りでない。

（６） 　能登町暴力団排除条例に関する申告書兼誓約書（役員等名簿兼同意書を含む。）を提出

できる者。

３．手続順及び提出書類
（１） 　事前にインターネットにより「入札参加資格申請システム」から「電子申請」を行う。

（２） 　別表の○印がついた書類を提出する。申請書は、ファイル（Ａ４版）で綴り、１部提出のこと。

　※様式に関しては、能登町（独自様式）又は石川県、国土交通省様式に準ずる。

（３） 　ファイルの表紙及び背表紙には、「令和７・８年度　競争入札参加資格審査申請書」及び

「商号又は名称」を記入すること。

（４） 　ファイルの「色指定」は次のとおりとする。建設業者は「ブルー（青）色」、測量・建設コン

サルタント等業者は「ピンク（桃）色」とする。

４．有効期間　　令和７年度～令和８年度

５．提出先 住　所 〒927-0492　石川県鳳珠郡能登町字宇出津ト字５０番地１
宛　名 能登町長

提出先 能登町役場企画財政課　入札財産係
T E L ０７６８－６２－８５３５（直通）

（１）

（２）

【変更受付】令和７年４月１日（火）～令和９年３月３１日（水）までとする。

令和７ ・８年度　能登町競争入札参加資格審査申請書提出要項

（建設工事、測量・建設コンサルタント等）

　申請書を提出し、受理された者は、「競争入札請負業者有資格者名簿」に登載する。
６．その他

　申請書の提出後、内容等に変更が生じたときは、その都度「資格申請内容変更届出書」を

提出すること。



別表

注）受領書を必要とする場合は、「返信用切手を貼付し、宛名の記載がある返信用封筒」又は「宛名 の

書類への
押印

不要

不要

不要
（町税分）

必要
（使用印鑑欄）

不要

不要

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可
（様式第23号）

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可

5

6

7

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可
（総括表：建設工事）「総括表」及び「技術職員名簿（任意様式）」

○

3

4

工事経歴書：直近２ヶ年分

備考
測量・建設ｺﾝ
ｻﾙﾀﾝﾄ等業者

番号 提出書類の名称 建設業者

○

建設工事
競争入札参加資格審査申請書

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可

「許可証明書」又は「登録通知書」の写し
※建築（設備）設計を申請する場合で、支店等を委任先として届
け出る場合には、委任先の営業所における登録通知書が必要で
す。

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可

1

2

○

測量・建設コンサルタント等業務
競争入札参加資格審査申請書

○

○

8

○ ○ ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可

○

○

○ ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可11

10
能登町暴力団排除条例に関する申告書兼誓
約書（役員等名簿兼同意書を含む。）
※暴力団員等との関係を申告するものです。

不要

不要

必要
（委任状）

○ ○

能登町議会議員政治倫理条例に関する
申告書兼誓約書
※能登町議会議員との関係を申告するものです。

資本関係又は人的関係に関する申告書
※能登町の入札参加資格を有する者又は入札参加資格審査を
申請している者について記載してください。また、該当がない場合
でも提出してください。

　記載がある返信用ハガキ」を必ず同封すること。

ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可

13 ○ ○ 不要 ﾀﾞｳﾝﾛｰﾄﾞ可

○

使用印鑑届

総合評定値通知書（経審結果）の写し
①審査基準日＝R5.10.1～R6.9.30　※R7格付算定用
②審査基準日＝R6.10.1～R7.9.30　※R8格付算定用
注）上記については、提出する時期により判断願います。

○
（総括表及び

技術職員名簿）

○
（技術職員名簿のみ）

現況報告書等の写し：直近１ヶ年分
注）各法及び各登録規定に基づき登録機関に提出したものの写しで、確
認印のあるもの。（ただし、測量については、確認印は要しなくともよい。）

　
※1　測量＝測量法第55条の8の規定に基づく書類
※2　建築（設備）設計＝建築士法第23条の6の規定に基づく書
類
　　　　　　　　　　　　　　　委任状の提出がある場合は、委任先の
　　　　　　　　　　　　　　　営業所分について提出。
※3　建設、地質調査、補償ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ＝各現況報告書
※4　上記※1～3以外の業務＝業務経歴書

納税証明書（国税、県税、町税）の写し
※申請日から起算して1ヶ月以内のものに限る。
※町税については、町内業者のみ（町内に委任先の営業所が在
る場合を含む。）（様式第23号）
※県税については、県内業者のみ（県内に委任先の営業所が在
る場合を含む。）（第2号の3様式「県税全般」）
※国税については、（法人事業者：その3の3、個人事業主：その3
の2）

○ ○

○

9
商業登記簿謄本（登記事項証明書）の写し
※申請日から起算して3ヶ月以内のものに限る。
※法人事業者の場合のみ提出

「委任状（任意様式）」及び「営業所一覧表」
※契約締結権等を支店等に委任する場合のみ必要
※建設業者にあっては建設業法上の営業所であり、かつ、入札
参加を希望する業種について許可を受けている営業所のみ提出
できる。測量・建設コンサルタント等業者にあっては、各登録規定
等に基づく登録営業所のみ提出できる。

12 ○

○

○


